（様式9）

国際共同研究事業 代表者の転出届
平成　　　年　　　月　　　日
独立行政法人日本学術振興会理事長　　　　殿
所属機関長　職・氏名・職印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
下記の転出を届けます。
１．転出日：平成　　　年　　　月　　　日

２．内容
	事業名
	代表者所属部局・職・氏名
	支給（予定）　額
	転出先機関・部局・職名

	
	
	設備備品費
	消耗品費
	国内旅費
	外国旅費
	人件費・謝金等
	その他経費
	不課税取引・非課税取引に係る消費税
	業務委託手数料（①）
	

	国際共同研究事業
プログラム名
	
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	

	
	
	使用済額
	

	
	
	設備備品費
	消耗品費
	国内旅費
	外国旅費
	人件費・謝金等
	その他経費
	不課税取引・非課税取引に係る消費税
	業務委託手数料（②）
（使用済額の10％）
	

	
	
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	

	
	
	残　額　（本会へ返却額）
	

	
	
	設備備品費
	消耗品費
	国内旅費
	外国旅費
	人件費・謝金等
	その他経費
	不課税取引・非課税取引に係る消費税
	業務委託手数料（①－②）
（使用済額の10％）
	

	
	
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	


３．支給経費の返却総額　　　　　　　　　　　　円
（作成上の注意）
１．本様式は、転出先研究機関において事業が継続できる場合に作成することとし、転出先機関において研究が継続できない場合は、事業を中止すること。
２．「転出先研究機関」欄は、転出先研究機関への連絡によって、①代表者が本事業を実施することを承知していること、②転出先機関が新たな受託機関となり、転出先機関事務局において経費の執行管理を行うことを承知していること、③代表者の所属部局・職、を確認し誤りがないよう注意して記入すること。
